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■科　目　機械科、縫製科、木工
科、陶磁器科、紙器製造科
■定　員　各科若干名
■対象者　義務教育を修了した知
的障害のある方で、おおむね次
の基準に該当する方

　①職業訓練を受けることで、就
職を促すことができると認め
られる方

　②集団生活に支障なく、訓練の
妨げとなる著しい問題行動の
ない方

■訓練期間　１年間（全寮制）
■申込期限　１２月２５日（金）（事前
見学が必須）
■選考日　平成２８年１月２０日（水）
～２２日（金）の間で校が指定する
日
■その他　詳しい募集案内は春日
台職業訓練校のホームページか
ら入手するか、電話で問い合わ
せください。
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春日台職業訓練校
�０５６８（８８）０８１１（内２７２２）
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　放送大学では平成２８年度第１学
期（４月入学）の学生を募集中で
す。
　放送大学はテレビなどの放送や
インターネットを通して学ぶ通信
制の大学です。心理学・福祉・経
済・歴史・文学・自然科学など、
幅広い分野を学べます。
　資料を無料で差し上げていま
す。お気軽にご請求ください。
■出願期限
　（第１回）平成２８年２月２９日
　（第２回）平成２８年３月２０日
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放送大学愛知学習センター　
�０５２（８３１）１７７１

●春日台職業訓練校の平
　成２８年度訓練生を募集

申し込み・問い合わせ先

●「放送大学」４月生を募集

請求・問い合わせ先
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　住宅用地は、税負担を軽減する
必要があるため、所有者からの申
請により課税標準の特例措置が適
用されます。
　土地の所有者は、住宅用地の課
税標準の特例措置の適正な運用の
ため、土地の利用状況が次のよう
に変わった場合には、申告が必要
となります。
▽さら地に住宅を新築し、新たに
住宅用地になった場合

▽店舗などを住宅に改築し、住宅
用地になった場合

▽店舗等併用住宅で、居住部分と
それ以外の部分の床面積に変更
があった場合

▽住宅を店舗などに改築し、住宅
用地でなくなった場合

▽土地の利用状況を変更した場合
（隣接地を取得し住宅用地とし
た、新たに敷地の一部を貸し駐
車場に変更したなど）

▽住宅を取り壊し、住宅用地でな
くなった場合

▽住宅用地の住宅戸数に変更が
あった場合
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税務課固定資産税係
�（４８）１１１１（内２１８・２３１）
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　家屋についての固定資産税は、
毎年１月１日現在の所有状況によ
り課税されます。
　新築、増築家屋については、固
定資産評価額算定のための調査を
する必要があり、また、取り壊し
た家屋については、年内に取り壊
したことを確認して課税台帳から
抹消する必要があります。新築、
増築、取り壊しをされた方、また
は年末までにこれらの予定がある
方もお知らせください。
　また、一定の条件の下で家屋を

●住宅用地の利用状況が変わっ
　た場合は申告が必要です

申告・問い合わせ先

●家屋の新築、増築、取り壊し
　をされた方へのお知らせ

改修した方については、固定資産
税が減額となる制度があります。
▽耐震改修減額
▽バリアフリー改修減額
▽省エネ改修減額
　これらの制度の適用を受けるた
めには、申告が必要になります。
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税務課固定資産税係
�（４８）１１１１（内２１８・２３１）
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　固定価格買取制度の認定を受け
て取得された再生可能エネルギー
発電設備について、固定資産税
（償却資産）の軽減が受けられま
す。償却資産申告書の提出時に、
種類別明細書の摘要欄に記載する
などして該当の資産が分かるよう
にして、次の書類を添付してくだ
さい。
▽経済産業省が発行する「再生エ
ネルギー発電設備の認定通知
書」の写し

▽ 電気事業者と締結している
「特定契約書」の写し

■対象設備　経済産業省による固
定価格買取制度の認定を受けて
取得された再生可能エネルギー
発電設備（蓄電装置、変電設
備、送電設備を含む）。ただし、
住宅等太陽光発電設備（低圧か
つ１０kw未満）を除きます。
■軽減内容　平成２４年５月２９日～
平成２８年３月３１日の間に取得し
た当該設備に係る固定資産税の
課税標準となるべき価格を３分
の２に軽減します。
■適用期間　新たに固定資産税が
課せられることになった年度か
ら３年度分
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税務課固定資産税係
�（４８）１１１１（内２１８・２３１）

申告・問い合わせ先

●太陽光発電設備の固定
　資産税の軽減について

問い合わせ先




